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第１章 計画改定の背景と目的               

１ 地球温暖化のメカニズムとその影響          

  人間活動が20世紀半ば以降観測された地球温暖化の主な要

因であった可能性が極めて高いとされている。 

２ 地球温暖化対策の動向                

   国内外及び県の地球温暖化対策の動向 

３ 計画改定の目的と位置付け              

(1)計画の目的 

  県内の温室効果ガス排出抑制の総合的、計画的な推進 

(2)計画の位置付け 

・地球温暖化対策推進法に規定する県の実行計画 

・県環境基本計画の温暖化対策の個別計画 

 
 

 
 

 

(3)計画の期間   2014年度から2020年度まで 

(4)計画の基準年度 2005年度 

(5)対象とする温室効果ガス 

   二酸化炭素､メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン､

パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素 

第２章 県の特性                     

１ 自然的特性                     

本県の地形、気象及び土地利用の状況 

２ 社会的特性                     

本県の産業、交通及び資源循環の状況 

第３章 県内の温室効果ガス排出量の実態と増減要因            

１ 温室効果ガス排出量の算定方法               

県内の家庭､工場､事務所等におけるエネルギー燃料消費量

から算定 

 

２ 温室効果ガス排出量の現状                

温室効果ガス総排出量（2011年度） 

 ４,１６８万t-CO２（基準年度比 ▲１５．５％） 

   

 

 

 

 

 
 

３ 温室効果ガス排出量の推移と増減要因          

  ・産 業 部 門 自主行動計画の取組等による削減 

  ・運 輸 部 門 低公害車普及等による自動車の燃費改善 

  ・民 生 部 門 県民運動や省エネ機器導入による削減 

４ これまでの取組の評価と課題             

   現計画の重点プロジェクトに基づく取組を部門別に整理し、個

別目標の達成状況等を評価して、今後の課題を整理 

第４章 温室効果ガス排出量の削減目標           

１ 温室効果ガス排出量の将来予測            

エネルギー効率等各種水準が現状のまま推移すると仮定し、

世帯数や生産量等のトレンドに基づき推計した排出量の見込み 

（国の削減目標に関する将来予測の考え方を加味） 

・基準年度比 ▲７．７％（現状比 ＋９．３％） 

２ 温室効果ガス吸収量の推計              

国の公表資料を用いて算定 （８４万t-CO2） 

３ 削減目標                      

再生可能エネルギーの導入、省エネルギー対策について合理

的な誘導策等の追加対策行うことにより１９９万t-CO２削減

（森林吸収量を含め２８３万t-CO２削減） 

基準年度（2005年度）比    ▲１３．４％ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

第５章 削減目標を達成するための施策           

１ 各主体の基本的な取組の方向性            

県民、事業者、市町、県がそれぞれの役割を認識した上で相

互に密接に連携・協働して総合的かつ計画的に対策を推進 

２ 施策の展開                     

地球温暖化対策推進法の規定を踏まえ､再生可能エネルギー導入や

省エネ等の地球温暖化対策を推進するため､施策体系等を整理 

(1)再生可能エネルギーの導入促進 

・太陽光､小水力､森林バイオマス等多様なエネルギーの導入促進 

(2)省エネ・節電等による環境にやさしいライフスタイル・ワークスタイルの推進 

・ＣＯ２削減県民運動の推進や県・市町自らの省エネ・節電の推進 

(3)エネルギーの有効活用の推進 

・省エネルギー設備の導入、未利用エネルギー利用の促進とス

マートコミュニティの構築 

(4)社会システムの構築・吸収源対策の推進 

・ＣＯ２削減に向けた社会システムの構築、ＥＶ等次世代自動

車等の普及の促進とＣＯ２吸収源対策の推進 

(5)エネルギー関連産業の育成・集積 

・水素等新エネルギーの利活用促進等による新たな産業の創出や再生

可能エネルギー関連産業、資源循環型産業の育成支援 

３ 重点プロジェクト                  

削減施策のうち、特に重点的に取組むものを「重点プロジェ

クト」として設定（プロジェクトごとに目標を設定） 

①再生可能エネルギーの導入促進 

②ＣＯ２削減県民運動や設備導入等の省エネ促進 

③スマートコミュニティ構築の促進 

④ＥＶ等次世代自動車利活用の促進 

⑤健全で豊かな森林整備の促進 

⑥水素エネルギー導入及び利活用の促進   

第６章 県庁の取組（エコ・オフィス実践プラン）        

１ 基本的事項                

２ 温室効果ガス排出量の現況        

３ 目標                  

４ 主な削減取組              

５ 推進と点検評価             

第７章 推進体制と進行管理                

１ 推進体制                       
県民、民間団体、事業者等との連携した推進体制 

２ 進行管理                      
進捗状況の把握、公表等による進行管理 

地球温暖化対策推進法 環境基本条例 

  

山口県庁エコ

オ フ ィ ス 

実践プラン 

(H25年8月改定)

の概要を記載 


